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事業モデルの検討について



ビジネススキーム



１．想定されるビジネススキームのパターン
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エネルギー供給事業
（上部）

インフラ整備事業
（下部）

２．上下分離方式

１．一体方式
（民間主導方式）
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２．事業体の収入・支出構造の整理 ①一体方式（民間主導方式）
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■一体方式（民間主導方式）の主な特徴
•事業で必要となる地熱発電設備、配電線等の整備・運営を、民間事業者が実施する手法（地熱井については町に民間事業体が
対価を支払い運営すると想定） 。

•すべてのコストを民間事業体が売電収入で賄うシンプルな事業構造である一方、事業体の初期投資が大きくなり、事業体の収益性、
事業リスクが大きくなる場合が多い。

その他維持管理費、
金利支払等

人件費

維持管理費

エネルギー
料金収入

利益

FCF

費用 収入

地熱発電設備
等

出資

資産 負債・純資産

長期借入 返済

P/L

B/S

減価償却費

地熱井
運営権対価

JEPX調達費用

税金



収支項目 各項目の情報収集にあたっての要検討事項 情報収集にあたっての留意点等

収
入 電力販売収入

・町内需要家の範囲、各需要家の需要量把握
・地熱発電カーブ把握
・売電単価は、既存の単価、シミュレーションの結
果等から設定

支
出

減価償却費①（地熱発電設備） ・事業者ヒアリングにより把握予定

・特に、生産井からの蒸気(正式には蒸気と熱水の混
じった二層流体)の量を調整することで出力抑制を
し、設備を需要に合わせて設備を小型化すること
についても検討

減価償却費②（配電線） ・公開情報、自治体ヒアリング等により把握予定

■参考
・架空式：合計9.4万円／ｍ（94百万円/km）
※測量費、用地取得費、設計費として２０％加算して
11.3万/ｍ（113百万円/km） （参考：OCCTO）
・ひおき地域エネルギー㈱、NTT等に確認予定

減価償却費③（蓄電設備） ・事業者ヒアリングにより把握予定

地熱井運営権対価 ・収支のバランスをみながら設定

JEPX（卸電力取引所）からの調達費 ・２０１８年度JEPX市場取引実績値を入手、利用

常時バックアップ費 ・公開情報等により把握

人件費 ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費①（地熱発電設備） ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費②（配電線） ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費③（蓄電設備） ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費④（その他） ・事業者ヒアリング等により設定 非常時のグリッド内の運用等に向けて必要な事項等
を確認

借入支払金利 ・ヒアリング等により設定

固定資産税 ・公開情報等により設定

法人税等 ・公開情報等により設定

２．事業体の収入・支出構造の整理 ①一体方式（民間主導方式）
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２．事業体の収入・支出構造の整理 ②上下分離方式

■上下分離方式の主な特徴
•事業のインフラ部分となる配電線の整備を町側で担い、民間事業体は売電収入の一部から配電線の利用料金を払って事業を行う
方式（地熱井については町に民間側が対価を支払い運営すると想定） 。

•民間側の投資規模が小さくなる一方、町が配電線の整備コストを負担する必要がある。
•配電線の利用料金の設定水準しだいで、採算面での官民のリスクバランスが変わる。
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収支項目 各項目の情報収集にあたっての要検討事項 情報収集にあたっての留意点等

収
入 電力販売収入

・町内需要家の範囲、各需要家の需要量把握
・地熱発電カーブ把握
・売電単価は、既存の単価、シミュレーションの結果
等から設定

支
出

減価償却費①（地熱発電設備） ・事業者ヒアリングにより把握予定

・特に、生産井からの蒸気(正式には蒸気と熱
水の混じった二層流体)の量を調整すること
で出力抑制をし、設備を需要に合わせて設
備を小型化することについても検討

減価償却費②（蓄電設備） ・事業者ヒアリングにより把握予定

配電線使用量 ・収支バランスにて設定。

地熱井運営権対価 ・収支のバランスをみながら設定

JEPX（卸電力取引所）からの調達費 ・２０１８年度JEPX市場取引実績値を入手、利用

常時バックアップ費 ・公開情報等により把握

人件費 ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費①（地熱発電設備） ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費②（蓄電設備） ・事業者ヒアリング等により設定

維持管理費③（その他） ・事業者ヒアリング等により設定 非常時のグリッド内の運用等に向けて必要な事
項等を確認

借入支払金利 ・ヒアリング等により設定

固定資産税 ・公開情報等により設定

法人税等 ・公開情報等により設定

２．事業体の収入・支出構造の整理 ②上下分離方式
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電気事業法上の制度スキーム



Strictly 
Confidential

３．本事業で適用が考えられる制度 ①想定されるパターン
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概要
事業
規制

特徴 メリット デメリット 事業者例

特定供給 密接関係性を有する

特定の供給相手の

需要に応じ電気を供

給する

許可制  供給者が自らの電源（＝

自己電源）をもって需要

家の50%以上の需要を供

給する能力をもっている

必要がある。

 自ら保有していなくても、

契約により電源が特定さ

れる場合や、太陽光・風

力と蓄電池・燃料電池発

電設備と組み合わせ安

定供給できる場合を認め

る。

 電気事業ではないため、供

給義務はない。

複数受電が可能。

 需要家の50%以上の電

源保有が必要かつ配

電網（自営線）の敷設

が必要

 経済負担が大きい。

 需要家間に密接関係

性が必要であり、需要

家拡大に合意形成が

必要。

新日鐵（北

九州市東

田地区）

Ｆグリッド

（第二仙台

北部中核

工業団地）

特定送配

電事業

特定の供給地点にお

ける需要に応じ電気

を供給する（小売供

給のためには登録が

必要）

届出制  電気事業法改正前の特

定電気事業者の送電部

門や自営線供給を行って

いる特定規模電気事業

者の送配電部門等にあ

たる事業

 特定の複数の密接関係性

のない需要家を供給対象

とすることができ、事業規

模の拡張性が期待できる。

 特定の供給地点での

配電網（自営線）の敷

設が必要

 経済負担が大きい

住友共同

電力

JR東日本



Strictly 
Confidential
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地熱発電所

電力会社 町内需要家

特定供給エリア（組合等を組成）

蓄電池

配電線

自営線

電気（バックアップ）

自営線

町外へ環境価値の販売

自営線

受電設備

３．本事業で適用が考えられる制度 ②特定供給



Strictly 
Confidential
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地熱発電所
（小売機能付加）

電力会社

町内需要家

特定送配電事業

蓄電池

配電線

自営線

電気（バックアップ）

自営線

町外へ環境価値の販売

受電設備

３．本事業で適用が考えられる制度 ③特定送配電事業



Strictly 
Confidential
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制度スキーム
ビジネススキーム 特定供給 特定送配電

一体型 ○ ○

上下分離型
－

（原則としてSPCが一体整備・運
営）

○

４．ビジネススキームと制度スキームの関係性

地熱発電所

電力会社 町内需要家

特定供給エリア（組合等を組成）

蓄電池

配電線

自営線

電気（バックアップ）

自営線

町外へ環境価値の販売

自営線

受電設備

地熱発電所
（小売機能付加）

電力会社

町内需要家

特定送配電事業

蓄電池

配電線

自営線

電気（バックアップ）

自営線

町外へ環境価値の販売

受電設備
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関連する国の動向 持続可能な電力システム構築 小委員会
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2019年11月から総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会の下で、「持続可能な電力シス
テム構築 小委員会」が立ち上がり、電力インフラのレジリエスを高めるための発電から送電、
配電に至るまでの電力システム再構築に向けた具体方策の検討が進められている。

小委員会設置の狙い 委員一覧

• 2020年には発送電分離も控えており、今後も電力システ

ムを取り巻く急激な環境変化が続くこと予想される中、い

かにして電力インフラのレジリエンスを高め、新技術を取

り込んだ形で持続的な安定供給体制を構築していくかに

ついて、具体的な方策の検討が急務である。

• そのため、総合エネルギー調査会基本政策分科下に設

置された「持続可能な電力システム構築小委員会」にお

いて、発電から送電、配電に至るまでの電力システムを

再構築し、中長期的な環境変化に対応可能な強靱化を

図るための具体的な方策について、これまでの議論を踏

まえた検討を行う。



（参考）関連する国の動向 持続可能な電力システム構築 小委員会
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